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られている（自然公園法 34 条、自然環境保全法 18 条 1 項・30 条・46 条 2 項、鳥獣保護








に限定されているといってよい（自然保護法 20 条 3 項・21 条 3 項・22 条
3 項・23 条 3 項・32 条、自然環境保全法 17 条 1 項・2 項、鳥獣保護管理法 29 条 7 項、種
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の適用状況の検討に関する 2016 年の欧州委員会報告書においては、EU 全体にわたって生
物多様性損害に対する責任を定めたことが、同指令の意義の一つとして評価されている28。 
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（Wildlife and Countryside Act）」（以下、「WCA1981」という）が存在する。同法は、自

























本論文の構成は以下の通りである。第 2 章と第 3 章は、それ以降で行われる比較法的考
察の前提作業となる、わが国の現行法の再検討に当てる。ここでは、現行の日本法の下で新
 
29 Stuart Bell, Donald McGillivray, Ole Pedersen, Emma Lees, and Elen Stokes, 
Environmental law 9th edition (Oxford, 2017), p711. 
30 The Environmental Damage (Prevention and Remediation) Regulations 2009, SI 
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31 See European Commission, Final Report: Study on Analysis of integrating the ELD 






















引き続く第 4 章及び第 5 章は、本研究が比較法的考察の対象とする外国法の確認と分析





















































33 大塚・前掲注 9）89 頁参照。 
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償還請求が認容された判決（名古屋地岡崎支判平成 20 年 1 月 17 日判時 1996 号 60 頁、名
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用範囲（上）―最近のドイツの動きを中心として―」判例タイムズ 514 号（1984 年）
226-227 頁、平田健治「事務管理法の構造・機能の再検討（一）―とりわけ事務管理意思














掃法」という）19 条の 5 に基づく産業廃棄物の撤去及び適正処理を命じる措置命令を発し
たが、その後も過剰保管廃棄物の量は増え続けた。このため、2003 年、X は、A の実質的













１．第一審判決（名古屋地岡崎支判平成 20 年 1 月 17 日判時 1996 号 60 頁） 
第一審においては、X の請求は認容され、Y に支払いが命じられた。ここでは、以下の 2
つの争点に対する裁判所の判断を確認する。 












とから、本件調査は客観的に Y が行うべき事務である」とした。 







２．控訴審判決（名古屋高判平成 20 年 6 月 4 日判時 2011 号 120 頁） 






を考慮すべきではなく（なお、この点は、民法 702 条 3 項においても同様に解される。）、
当該管理行為につき事務管理が成立すると解するのが相当である（大審院大正 8 年 4 月 18
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定債権相互の関係についての一視点―」阪大法学 57 巻 4 号（2007 年）注 39。ここで見
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編『債権各論要説』（青林書院、1991 年）179 頁においては、本人の意思に反するが公益
に一致するとき、「公益の観念」を取り込むことが検討課題になることを指摘している。 
77 金山・前掲注 58）235 頁。 





































利得・事務管理の研究（2）―谷口知平教授還暦記念』（有斐閣、1971 年）243 頁。 
80 高木・前掲注 51）107 頁。 
81 金山・前掲注 44）276-277 頁、金山・前掲注 58）205 頁。 



































































が可能となる。第 2 が、豊田市事件の控訴審判決が引用した大判大正 8 年 4 月 18 日のよう
に、行政が公法上の義務を負うとき、その「職務遂行のために必要な関連事務」として事務
 
83 金山・前掲注 44）273 頁・277 頁参照、金山・前掲注 58）220 頁・233 頁参照。ま
た、この分類は、事務管理法の目的について、契約関係に立たない他人のための活動に際
して、当事者を超えた社会的領域における財貨・負担・リスクの正しい配分の実現と捉え
る見解に当たるとも考えられる。四宮・前掲注 52）8 頁、三和ほか・前掲注 76）177 頁参
照。 





があるとも指摘されている。北村喜宣「行政による事務管理（一）」自治研究 91 巻 3 号
（2015 年）2 頁。 
28 










































































いる。大塚直「環境訴訟における保護法益の主観性と公共性・序説」法律時報 82 巻 11 号




























86 大塚教授は、わが国の環境法制上の原因者負担原則には 2 つの考え方があるとし、「公
共事業型の原因者負担原則」と「規制型の原因者負担原則」に分類している。大塚・前掲
注 2）95-97 頁。 
87 許可対象行為の種類から、ここでの原状回復措置は、損害を引き起こしたことに対する
回復責任というよりも、無許可又は許可条件違反に対する措置の実施という意味合いを持
つにすぎないと考えられる。拙稿・前掲注 4）302-303 頁。 
88 環境省自然環境局国立公園課への訪問インタビュー（2013 年 9 月 5 日）。 




村・前掲注 34）576 頁。ここでは、回復が可能な場合を検討する。 






































92 高木・前掲注 51）176 頁。 
32 
命令が課される前に私人が回復措置を行った場合には、生じている影響が原状回復措置を


























































かを考察する（第 4 節）。 
さて、第 3 節、及びそれに引き続く第 4 節において扱われる事案の一つが、公害調停で










































93 公害等調整委員会事務局編著・前掲注 32）20-21 頁。 
94 北村喜宣「『公害』と相隣紛争―『相当範囲』を考える」同『現代環境規制法論』（上智
大学出版、2018 年）6 頁［初出・上智法学論集 59 巻 2 号（2015 年）］。 
95 裁判外紛争解決手続（ADR）は、一般にその主体の区分に応じて、司法型 ADR（民事
調停）、民間型 ADR、行政型 ADR に分類される。環境分野における ADR、すなわち、環










法 21 条 1 項に従ったものである。 
公害紛争処理制度には、あっせん、調停、仲裁、裁定がある。このうち、あっせん、調停
及び仲裁は、「公害に係る被害について、損害賠償に関する紛争その他の民事上の紛争が生

























96 岩田幸基編『新訂公害対策基本法の解説』（新日本法規出版、1971 年）240 頁参照。 
97 公害等調整委員会事務局編著・前掲注 32）6 頁。 
98 同上・83-84 頁。 
99 田中康民「我が国における行政上の公害紛争処理制度の生成とその展開（上）」レファ






























100 淡路剛久「公害紛争の司法的解決と公害紛争処理制度による解決」立教法学 65 号
（2004 年）37 頁。 
101 岩田好二・今井金也「県公害審査会によるゴルフ場に係る公害調停事件の解決事例」
判例タイムズ 783 号（1992 年）37-38 頁。 
102 岩田幸基編・前掲注 96）240 頁。 
103 田中・前掲注 99）40 頁、同「我が国における行政上の公害紛争処理制度の生成とその
展開（中）」レファレンス 27 巻 12 号（1977 年）5-6 頁。 
104 溝口喜久「公害紛争処理制度の理念と実践そして課題」ジュリスト 1008 号（1992
年）32-33 頁。 































106 深山卓也「公害紛争処理法」判例タイムズ 728 号（1990 年）46 頁。 
107 岩田ら・前掲注 101）42-43 頁。 
108 同上・42-43 頁参照。 
109 畠山武道「総括・総論」環境法政策学会編『公害・環境紛争処理の変容―その実態と
課題（環境法政策学会誌 15 号）』（2012 年）718 頁は、公害・環境紛争の変容について、
行政訴訟を中心に公益訴訟の課題をまとめたものであるが、ここでは規制対象ごとに分類
されている訴訟の類型を参考にした。 































111 公害等調整委員会事務局編著・前掲注 32）19 頁。 
112 以下の説明につき、南博方『紛争の行政解決手法』（有斐閣、1993 年）146-151 頁、
大久保規子「環境紛争における行政型 ADR」自治体学研究 91 号（2002 年）35-36 頁参
照。 
113 例えば、公調委裁定平成 25 年 5 月 28 日 LEX/DB25501741 など。 
114 公調委裁定平成 14 年 6 月 26 日判時 1789 号 34 頁。 
115 金沢良雄「公害対策基本法の 12 年―法の整備と今後の課題」ジュリスト増刊総合特集
『公害総点検と環境問題の行方』（1979 年）63 頁。 
116 原田尚彦「公害・環境政策法制の推移と現状」ジュリスト 1015 号（1993 年）42 頁参
照。 
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117 磯部力「〔講演〕公害紛争処理制度の課題と期待」ちょうてい 62 号（2010 年）11
頁。 
118 大塚直『環境法 BASIC［第 2 版］』（有斐閣、2016 年）5 頁。 
119 藤江弘一「公害紛争処理の現状」ジュリスト増刊総合特集『公害総点検と環境問題の
行方』（1979 年）128 頁、深山・前掲注 106）46 頁、溝口・前掲注 104）39 頁、南・前掲
注 112）161 頁、大久保・前掲注 112）37 頁、淡路・前掲注 100）57 頁、越智敏裕『環境
訴訟法』（日本評論社、2015 年）112-114 頁、北村・前掲注 34）260 頁。 












2011 年 9 月、わが国に住所を有する環境保護団体・個人ら及びホッキョクグマは、電力
会社 11 社に対して、公害紛争処理法 26 条 1 項の規定に基づいて、公害等調整委員会に対
し、温室効果ガスの過剰排出に伴う生活環境被害に係る調停を申請した（公調委平成 23 年
（調）3 号）。調停を求める事項は、各事業活動に伴う二酸化炭素排出量を 1990 年比 29％
以上削減することとされた121。 
 公害等調整委員会は、この申請につき、問題となる二酸化炭素の排出について、公害紛争
処理法 2 条が引用する環境基本法 2 条 3 項が「公害」として挙げるもののいずれに該当す
るのか等を明らかにするよう補正を求めた。これに対し、申請人らは、本件電力会社らによ
る二酸化炭素の排出は、「大気の汚染」、「水質の汚濁」等に当たると主張した。 
 公害等調整委員会は、この申請について、公害紛争処理法 26 条 1 項所定の「公害に係る
被害について、損害賠償に関する紛争その他の民事上の紛争が生じた場合」に当たらない不
適法なものであり、かつ、その欠陥は補正することはできないとして、申請を却下する旨の
決定をした（公調委決定平成 23 年 11 月 28 日）。その理由としては、①申請人が申請に至
った理由として述べているのは、地球温暖化問題であること、②「地球環境保全」施策と「公
害」対策の本質的な相違を前提に、個別の規律を設けている現行法体系を踏まえれば、地球






121 同年 10 月には、上記申請人の一部から、同内容の調停の申請が大阪府公害審査会にも
なされたが、これは結局公害等調整員会で審理することとされた（公調委平成 23 年
（調）4 号。公害紛争処理法 27 条 3 項・5 項を参照）。その後の経過は本文の同年（調）3
号と同一である。 
41 
 また、2012 年 3 月、ツバル及びわが国にそれぞれ住所を有する個人らは、上記シロクマ
調停と同様に調停を申請したが（公調委平成 24 年（調）3 号）、同様の理由で却下された
（公調委決定平成 24 年 3 月 26 日）。 
その後、申請人らの一部は、シロクマ公害調停における申請却下決定の取消しを求めて、
2012 年 5 月（第一事件。原告は環境保護団体等及びわが国に住所を有する個人）並びに 8
月（第二事件。原告はツバル及びわが国にそれぞれ住所を有する個人）に訴えを提起した。
これらは弁論併合の上審理された。なお、第一事件の訴訟提起時にはホッキョクグマも原告
となっていたが、2012 年 7 月 6 日にホッキョクグマのみ当事者能力がないとして、先に却
下判決が出されている（判例集未搭載）。 
 第一審（東京地判平成 26 年 9 月 10 日裁判所ウェブサイト）は、一部の訴えを却下し、
その他の訴えを棄却した。これに対し一部原告らが控訴したが、調停申請は却下された（東




























































「環境行政訴訟」富井利安編『レクチャー環境法［第 3 版］』（法律文化社、2016 年）
108-109 頁。 
124 北村・前掲注 34）253 頁参照。また、個別の規制法による規制対象外のものであって
も、公害紛争処理制度の「公害」に含まれるとされている。公害紛争処理問題研究会編・

































125 南博方「公害・環境紛争の変遷を問う」上智法学論集 47 巻 4 号（2004 年）8 頁。 




事法務、2012 年）41 頁。 



































130 同上・121 頁。 
131 浅野直人「環境基本法の成立と今後の課題」法律のひろば 47 巻 3 号（1994 年）6-7
頁。 
132 環境省総合環境政策局総務課編著・前掲注 127）180 頁参照。 




























135 黒川哲志「地球温暖化対策」環境法政策学会編『環境基本法制定 20 周年―環境法の過





（CAA）にいう「大気汚染物質」に当たると解釈されている。Massachusetts v. EPA, 
549 U.S. 497 (2007). 大気汚染物質は、あらゆる大気汚染因子又はそのような因子の結合
であり、大気中に含まれるあらゆる化合物を含む（CAA302 条(g)）。またアメリカでは、
アラスカ州の一部をホッキョクグマのための保護区として開発を規制することが是認され
ていることも注目される。Alaska Oil and Gas Ass'n et al. v. Pritzker et al., 840 F.3d 671 
(9th Cir. 2016). 
138 宮本憲一「日本公害史論序説」彦根論叢 382 号（2010 年）17 頁。同『環境経済学
［新版］』（岩波書店、2007 年）110-111 頁。 





































































142 Green Paper on Remedying Environmental Damage, COM(93) 47 final. 
143 White Paper on Environmental Liability, COM(2000) 66 final. 
144 COM(2002) 17 final, Proposal for a Directive of the European Parliament and of the 
Council on environmental liability with regard to the prevention and remedying of 
environmental damage, OJ C 151 E/132. 指令案訳は、大塚直・高村ゆかり・赤渕芳宏
「環境損害の未然防止及び救済に係る環境責任に関する欧州議会及び理事会の指令案」季
刊環境研究 126 号（2002 年）116 頁以下を参照しつつ、若干の変更を加えた。 





生息地、水、土地の損害といった 3 種類に限定されており（2 条 1 項）、狭義の環境損害全
てを対象としてはいない。また、3 種類の環境損害の全ての形態が本指令の責任メカニズム
による修復の対象となるのではなく、損害と特定された原因者（本指令では「事業者」と言
う）との間の因果関係の証明がなされなければならない148（4 条 5 項）。戦争行為や異常な
不可避の自然現象によって生じた、又は附属書Ⅳに列挙される国際条約149の適用範囲に含






複賠償禁止等の適切な措置をとることを認めている（16 条 2 項）。 
責任制度としては、附属書Ⅲに列挙された既存の指令や規則に関連する業務上の活動151
を原因とする損害に対しては、汚染者である事業者は無過失責任を負う（3 条 1 項(a)）。ま
た、保護された生物種及び生息地への損害に対しては、これら以外の活動によって生じた場
合であっても過失責任を負う（3 条 1 項(b)）。 
責任免除としては、修復措置の費用負担について、以下のような免責の抗弁規定がある。
 
146 See Linda B. Burlington, “Valuing Natural Resource Damages: A Transatlantic 
Lesson”, Gerrit Betlem and Edward Brans (eds.), Environmental Liability in the EU -































（5 条 1 項）。次に、損害が発生した後の責任としては、事業者は第 1 に、環境損害の拡大
や自然資源サービスの悪化を制限するために、損害となる要因の制御や除去を行い、また権
限ある機関へ遅滞なく報告しなければならない（6 条 1 項(a)）。これらは、事業者は権限あ
る機関の要求や指示なしに措置を実施することが求められる、自動執行型(self-executing)
の義務規定となっている152。この措置は、回復のための措置を行う前に実施しなければなら












152 See Valerie Fogleman, “Enforcing the Environmental Liability Directive: Duties, 
Powers and Self-Executing Provisions”, Environmental Liability Issue 4 (2006), pp.133-
134. 
153 See Id., p134. 
154 See Edward H.P. Brans, Liability for Damage to Public Natural Resources –




する議論については、拙稿・前掲注 10）157 頁以下、及び拙稿・前掲注 4）267 頁以下参
照。 










述するが（第 4 節第 2 款）、附属書Ⅱが定める 3 種類の修復措置のみが回復のための措置で
あるといえる。 
以下では、第 2 節で、対象とする損害の範囲について、第 3 節では回復のためのアプロ

















157 Brans, supra note 154, p67. 
158 International Convention on Civil Liability for Oil Pollution Damage (CLC), 1992. 
159 European Commission, REFIT Evaluation of the Environmental Liability Directive, 





んでいた構成国としては、ドイツが挙げられる。岡田・前掲注 35）95 頁参照。 
161 以上につき、Lucas Bergkamp and Anke van Bergeijk, “Scope of the ELD Regime”, 
Lucas Bergkamp and Barbara J Goldsmith (eds.) The EU Environmental Liability 







影響を及ぼす損害を意味している（2 条 1 項(a)）。これには、以下の通り、野鳥指令162と生
息地指令163の規定、またこれらの指令に規定されるのと同等の目的で定められた構成国の
規定が深く関係する（2 条 3 項）。つまり、「保護された生物種」と「保護された自然生息地」
を区別すると、保護された生物種は、①野鳥指令 4 条 2 項・附属書Ⅰが指定した生物種、②
生息地指令附属書Ⅱ・Ⅳが指定した生物種、③構成国が指定した生物種を指す。他方、保護





EU には、自然保護地域として、EU 域内の 10～12％に相当するナチューラ 2000
（Natura2000）、すなわち、野鳥指令附属書Ⅰに掲げられた生物種の生息地である特別保護
地域（SPA: Special Protection Areas）と生息地指令附属書ⅠⅡに掲げられた生物種の生息
地である特別保全地域（SAC: Special Areas of Conservation）が存在するが、環境責任指
令では生物多様性損害の対象とする地域に関してナチューラ 2000 のみに制限していない。
具体的には、環境責任指令で明確に「保護された生息地」として指定されている、野鳥指令








162 Directive79/409/EEC of 2 April 1979 on the conservation of wild birds, OJ L 103/1. 
163 Directive92/43/EEC of 21 May 1992 on the conservation of natural habitats and of 
wild fauna and flora, OJ L 206/7. 































165 Nicolas de Sadeleer, “The Birds, Habitats, and Environmental Liability Directives 
to the Rescue of Wildlife under Threat”, Yearbook of European environmental law vol.7 
(2007), p70. 
166 See G.M. van den Brock, “Environmental liability and nature protection areas: Will 
the EU Environmental Liability Directive actually lead to the restoration of damaged 
natural resources?”, Utrecht Law Review Volume5, Issue1 (2009), pp.118-119. 
167 Pal Wenneras, “A Progressive Interpretation of the Environmental Liability 
Directive”, Journal for European Environmental & Planning Law vol.4 (2005), p261. 
168 Ibid.; G.M. van den Brock, supra note 166, p119. 
169 Malte Petersen, “The Environmental Liability Directive: Extending Nature 
Protection in Europe”, Environmental Law Review vol.11 (2009), p13. 
170 See Edward H.P. Brans, “Liability for Damage to Public Natural Resources under 
the 2004 EC Environmental Liability Directive”, Environmental Law Review vol.7 
(2005), p90. 
171 Malte Petersen, supra note 169, p18. 




































173 Brans, supra note 170, p93. 
174 White Paper on Environmental Liability, COM(2000) 66 final, p18, para.4.5.1. 
175 Ludwig Krämer, “Directive 2004/35/EC on Environmental Liability”, Gerrit Betlem 
and Edward Brans (eds.), Environmental Liability in the EU: The 2004 Directive 
compared with US and Member States Law (Cameron May, 2006), pp.39-40. 
176 Ibid.    
54 
は間接的に生じ、②測定可能な生物種及び生息地又はサービスの悪化であり、③望ましい保












るとき、かつ、(iii)代表的な生物種の保全状態が望ましいときをいう（2 条 4 項(a)）。生物
種の望ましい保全状態は、(i)生息地での生存可能要素として維持されているとき、かつ、(ii)
生物種の自然的範囲が減少していないとき、かつ、(iii)個体数を維持するのに十分な生息地
が存在し存在し続けるであろうときをいう（2 条 4 項(b)）。 

















177 Sadeleer, supra note 165, p71. 
178 G.M. van den Brock, supra note 166, p119. 




















180 See Sadeleer, supra note 165, pp.72-73. 













（Council of the European Union, EU Biodiversity Strategy to 2020: towards 







Donald McGillivray, “Mitigation, Compensation and Conservation: Screening for 
Appropriate Assessment under the Habitats Directive” Journal for European 





























における生物多様性ノーネットロス実現に向けた取組み」環境管理 51 巻 8 号（2015 年）
53 頁以下参照。 
182 See Petersen, supra note 169, p18. 




186 一ノ瀬高博「環境損害の責任のしくみ―国際社会の視点から」環境管理 40 巻 11 号
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resource service)」を設け、その悪化を生物多様性損害に含めている（2 条 2 項、同条 1 項
(a)）。ここにいう自然資源のサービスとは、自然資源が有する、他の自然資源又は公衆の利
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れている。このうち、2013 年から 2016 年にかけては、欧州委員会等により同指令に関す
る複数の報告書（研究調査報告書）が提出され、新たな課題が提示されるなどの展開が見ら
れた。これらの報告書は、本指令において、構成国は、2013 年 4 月 30 日までに指令の適
用によって得られた知見を欧州委員会に報告し（18 条 1 項）、欧州委員会は、それに基づ
き、2014 年 4 月 30 日までに改正提案を含めた報告書を欧州議会及び理事会に提出しなけ
ればならないと定める規定（18 条 2 項）に基づくものである。実際には、各構成国からの
報告が遅れ、また、18 条 3 項で欧州委員会が特に再検討すべき事項とされている、(a)指令
の適用除外194、(b)GMO による環境損害195、(c)生物多様性損害196についての検討にも時間
を要した197。その後、欧州委員会は、2016 年 4 月に環境責任指令の REFIT(Regulatory 
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59 
Fitness and Performance Programme)報告書をまとめた上で198、同年同月に最終報告書を
提出した199。 
 REFIT 報告書では、環境責任指令の評価すべき点として、生物多様性損害に対して EU
全体での責任を規定することができたことが挙げられた。これは、既存 EU 法への付加価
値と評価される200。その一方で、研究調査報告書の一つでは、指令の対象となる生物多様性
















響の重大性の評価を行う（11 条 2 項）。損害が発生しているかを判断して、責任を課する中
心的役割を果たすのは、権限ある機関である。このように、環境責任指令の下で採用された、
権限ある機関が責任事業者（原因者）に対する責任を追求する枠組みは、行政的アプローチ
(administrative approach; public law approach)と呼ばれる204。 
行政的アプローチは、指令制定当初の段階では検討されておらず、そこでは民事責任レジ
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影響を被っているかそのおそれのある自然人又は法人（12 条 1 項(a)）、②当該損害に関す
る環境に関わる意思決定に十分な利益を有する自然人又は法人（12 条 1 項(b)）、③構成国
の行政訴訟法が権利の侵害を前提として要求する場合には、権利の侵害を主張する自然人
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223 大塚・前掲注 1）31 頁、梅村悠「自然資源損害に対する企業の環境責任（2・完）―ア
メリカ法、EU 法を題材として―」上智法学論集 47 巻 2 号（2003 年）20-21 頁。 
224 梅村・前掲注 223）23-25 頁。 
225 梅村・前掲注 15）21-24 頁。損害賠償額の算定については、梅村・同左、及び梅村・
前掲注 223）45 頁以下が詳しく論じている。 













う自然資源及びサービスの損害の時点における状態である（2 条 14 項）。回復の達成を判断
することになる基礎状態には、自然資源の状態はもちろん、そのサービスの状態も含まれる
ことには注意が必要となる。 



















護法の考え方―」東海法学 33 号（2005 年）194 頁参照。このように、法律上の概念であ
る回復においては、その回復すべき範囲・内容が重要となると考えられる。 
228 松村・前掲注 12）68 頁参照。 
229 G.M. van den Brock, supra note 166, p123. 
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第２款 3 種類の修復措置 
１．3 種類の修復措置の概要 
修復措置(remedial action)とは、損害を受けた自然資源や悪化したサービスを、基礎状態








の修復措置である（6 条 1 項(b)）。この修復措置は、権限ある機関により、又は必要なとき
には関連する事業者と権限ある機関の協同により、附属書Ⅱに従い決定される（7 条 2 項）。








































回復の場合には図の A と B の部分にあたっていたが、第一次的修復と補足的修復を行った












村・前掲注 223）72 頁の図をもとに筆者が作成した。 
235 Axel Klaphake, “The Assessment and Restoration of Biodiversity Damages”, 


















236 例えば、包括的環境対処補償責任法（CERCLA：Comprehensive Environmental 
Response, Compensation and Liability Act）やアメリカ油濁法（OPA）に規定されてい
る。Fogleman, supra note 26, p813, para.21-061. 拙稿・前掲注 4）274-281 頁参照。 
237 この措置の決定は Brans, supra note 170, pp.102-104; Klaphake, supra note 235, 
pp.273-274 に詳しい。 
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第４款 3 種類の修復措置の意義 
修復方法として 3 種類の修復措置を定めたことには、以下のような意義が認められる。 


























第 4 に、第 3 点とも関係するが、生態学的効果へ注目するだけでなく、経済的効率性が
高く費用効果的な回復措置を決定できることが挙げられる252。第一次的修復と補足的修復
 































地域（AONB: Area of Outstanding Natural Beauty）がある。このほか、これらとは異な
り、科学的観点から見て重要な動植物や地形・地質などを保存することを目的とする、自然
保護区（NR: Nature Reserve）と、特別科学的重要地域（SSSI：Site of Special Scientific 
Interest）がある。これらの中で注目されるのが、以下に見る特別科学的保護地域である。 



























第１款 WCA1981 の概要 
特別科学的重要地域は、WCA1981（「1981 年野生生物及び田園地域法」）に基づき、ナチ
ュラルイングランド（Natural England）によって指定されるものである。特別科学的重要
地域の前身は、国指定自然保護区（NNR: Natural Nature Reserve）と呼ばれ、これは「1949









多様性損害の範囲を拡大した EU 構成国は 14 ヶ国ある。Barbara J Goldsmith and 
Edward Lockhart-Mummery, “The ELD’s National Transposition”, Lucas Bergkamp 
and Barbara J Goldsmith (eds.) The EU Environmental Liability Directive -A 
Commentary (Oxford, 2013), pp.151-152. 
256 Monika Hinteregger, “International and supranational systems of environmental 
liability in Europe”, Monika Hintergger (ed.), Environmental Liability and Ecological 
























257 See Stuart Bell et al., supra note 29, p711; Natural England, Natural England 
Designations Strategy (2012), p11. 
258 See Joint Nature Conservation Committee, Guidelines for the Selection of 
Biological SSSIs --Part 1: Rationale, Operational Approach and Criteria for Site 
Selection (2013), p40. このガイドラインを策定した、イギリス自然保護委員会連合
（JNCC: Joint Nature Conservation Committee）は、イギリスの自然保全に関する国家
機関である。 
259 See Joint Nature Conservation Committee, Guidelines for selection of Earth 




261 Colin T. Reid, “The Privatisation of Biodiversity? -Possible New Approaches to 








WCA1981 は、「2000 年田園地域・通行権法（Countryside and Rights of Way Act 2000）」
（以下、「CROWA2000」という）によって一部改正され、これにより、野生生物の保護及
び特別科学的重要地域の保護が強化された（改正後の WCA1981 の 28 条～28R 条。これに
ついては第 2 款で取り上げる）。また、生物多様性の保全の考えが条文に示された





WCA1981 は、さらに、「2006 年自然環境・地方コミュニティ法（National Environment 
and Rural Community Act 2006）」（以下、「NERCA2006」という）によって、CROWA2000
で定められた特別科学的重要地域の保護に関する規定に、さらに若干の改正が加えられた





第２款 WCA1981 に基づく事後的措置 
１．事後的措置の原因となる活動・行為 
WCA1981 の 28 条～31 条は、CROWA2000 の附則 9 によって大幅に改正された。28 条
は 28 条～28R 条に変更され、これによって、特別科学的重要地域の保護に関し、より柔軟
でより強力な規制が導入されることとなった265（以下、条文は CROWA2000 及び先述の






262 Christopher P. Rodgers, “The Conservation in Legal Context”, The Law of Nature 
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p471. 
265 庄村勇人「生物多様性保護手法としての SSSI 通告手続の検討」榊原秀訓編『行政法シ















能性があるとナチュラルイングランドが判断した活動が明記される（28 条 4 項）267。②の、
通知において明記された活動の実施等は禁止される（28E 条 1 項。後述する）。ナチュラル
イングランドは、特別科学的重要地域に悪影響を与える行為を禁止する権限を有している。
また、ナチュラルイングランドは、地元紙で、その土地が特別科学的重要地域であることを
公表する（28 条 2 項）268。 
 以下では、このような通知手続きのうち、通知によって特別科学的重要地域における行為
が規制され（28 条～28R 条）、そこでは、こうした規制の実効性を担保するために、違反に











い。Christopher P. Rodgers, “Natural Habitats: Designation and Protection”, The 
Law of Nature Conservation (Oxford, 2013), pp.87-89.  
268 これによって公衆にも公表はされるが、公衆を直接関与させることはほとんど考慮し
ておらず、損害を与えるおそれのある活動を評価する段階でも市民参加の規定は存在しな
い。Christopher Rodgers, “Planning and Nature Conservation: Law in the Service of 
Biodiversity?”Chris Miller (ed.), Planning and Environmental Protection: A Review of 
Law and Policy (Hart Publishing, 2001), pp.93-94. 
269 See Bell et al., supra note 29, p712; See Colin T. Reid, Nature Conservation Law 


















ルイングランドに通知した活動を実施することが可能となる（28H条 4 項～6 項）。しかし、
正当な理由なく、通知を行わなかった場合、通知が承認されなかったにもかかわらず通知に
係る活動を行った場合、又は活動を行う際に条件等に従わなかった場合には、違反行為とし















270 Bell et al., supra note 29, p721. 
271 Rodgers, supra note 262, pp.2-8. 




































273 Colin T Reid, “Nature Conservation Duties: More Appearance than Substance”, 
Environmental Law and Mamagement vol.17 (2005) p163. 
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合（28P 条 1 項）、（2）政府機関が、通知を行わなかった場合、通知が承認されなかったに
もかかわらず通知に係る活動を行った場合、又は活動を行う際に条件等に従わなかった場
合（28P 条 2 項・3 項）、（3）所有者又は占有者以外の第三者が、①それが特別科学的重要
地域内に存在していると認識しながら、②その土地が特に重要であることを示す動植物相
又は地質学的・地形学的特徴を、故意に破壊し若しくはこれらに損害を与え、又はこうした
動物相（植物相等は含まれない）を故意に攪乱した場合（28P 条 6 項）、である。この罰金
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は、陪審によらない有罪判決又は起訴による有罪判決による。これら（1）（2）（3）のいず
れの場合であれ、罰金の最高額は 5000 ポンドあるいはそれ以上と規定されている279。 
これら有罪判決を下した裁判所は、罰金が科された者に対して、一定の期間内に特別科学
的重要地域を以前の状態まで回復することを目的として、特別科学的重要地域に含まれる







一例として紹介されるものを挙げると、2008 年 1 月、ある裁判所は、ダラム州にある特
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地の損害」（2 条 1 項）と定義している（第 4 章参照）。以下では、生物多様性に関わる全
ての損害を「生物多様性損害」と呼び、同指令の定義のみを指す場合には、「（野鳥指令及
び生息地指令の下で）保護された生物種又は生息地への損害」と呼ぶ。 
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Regime Taking into Account Ecological Damages” Journal for European Environmental 
& Planning Law vol.2, no. 4 (2005), p280. 
295 Winter et al., supra note 207, p183.  











食料・農村省（Department for Environment, Food and Rural Affairs. 以下、「Defra」と
する）などが作成、公表した「環境責任指令の実施の選択肢に関する協議文書」（以下、「第
1 回協議文書」という）298と、これを基に実施された第 1 回市民協議、及び②2008 年に
Defra などが作成、公表した「環境責任指令の実施に係る規則案及びガイダンス案に関する
















も適用範囲を拡大した。European Commission, supra note 28, p8, para.4.3.  
298 Defra, WAG, and DoeNI, Environmental Liability Directive –Consultation 
document on options for implementing in England, Wales and Northern Ireland 
(November 2006). 環境責任指令のイギリスにおける国内法化のため、Defra、ウェールズ
議会政府（WAG：Welsh Assembly Government）、北アイルランド環境省（DoeNI：
Department of the Environment (Northern Ireland)）の共同で作成された。 
299 Defra and WAG, Environmental Liability Directive -Consultation on the Draft 
Regulations and Guidance implementing Directive 2004/35/EC on Environmental 
Liability with regard to the Prevention and Remedying of Environmental Damage 
(2008). 
84 
2006 年の第 1 回協議文書と、それを受けて実施された第 1 回市民協議である。指令が採択
































300 See Winter et al., supra note 207, p183; Defra et al., supra note 298, p7. 
301 Defra et al., supra note 298, p21, para.2.3. 
302 Fogleman, supra note 26, p800, para.21-023. 
303 See Defra et al., supra note 298, para.2.3 and paras3.32-3.35. See Fogleman, supra 















2008 年には、Defra などが、第 2 回協議文書を公表し、第 2 回市民協議が実施された。 
2006 年の第 1 回協議文書及び第 1 回市民協議においては、環境責任指令の最低限の内容
を国内法化することが言われていた。だが、2007 年のイギリス議会下院の環境・食料・農











304 Winter et al., supra note 207, p185. 一ノ瀬・前掲注 186）62-63 頁参照・66 頁。 
305 Winter et al., supra note 207, p184; Christopher P. Rodgers, “Natural Habitats: 
Management”, Christopher P. Rodgers (ed.), The Law of Nature Conservation –
Property, Environment, and the Limits of Law (Oxford, 2013), p149; European 
Commission- DG Environment, supra note 27, p47. 
306 See Jone Anstee-Wedderburn, “A Consideration of the Implementation of the 
Environmental Liability Directive to Date”, Journal for European Environmental & 
Planning Law vol.4, no.3 (2007), p223. 
307 House of Commons Environmental Food and Rural Affairs Committee, 
Implementation of the Environmental Liability Directive: Sixth Report of Session 
2006-07 (4 July 2007), p29, paras. 9 and 10. 























(a)WCA1981 の 28 条で通知された種若しくは生息地、又は(b)保護された種若しくは生息
地、に対する損害であり、損害が生じたか否かは、サイトの一体性(integrity of the site)へ








この基準は、2006 年の第 1 回協議文書において提示されたが、環境責任指令で示された
基準とは異なることが注目される。また、上記（１）で確認したとおり、第 1 回協議文書に
 
309 House of Commons Environmental Food and Rural Affairs Committee, supra note 
307, at Ev51. 










多様性損害の有無の判断の基準として、第 1 回協議文書では、ナチューラ 2000 についてサ























311 Defra et al., supra note 298, para3.6. 
312 Ibid. 
313 以下、See House of Commons Environmental Food and Rural Affairs Committee, 
supra note 307, at Ev45, para 2.6. 
314 Id., Ev45. Para2.7. 






















している。すなわち、①無過失で行われた、環境損害規則附則 2 に列挙された行為（5 条
1 項）、又は②故意に行われた特別科学的重要地域に損害を与える行為（5 条 2 項(a)）、若
しくは③損害を生じさせることにつき過失があった行為（5 条 2 項(b)）、である。なお、
行為とは、経済的行為(economic activity(事業活動))であり、その主体とされるのは、経済









316 Defra, Guidance for England and Wales: The Environmental Damage (Prevention 
and Remediation) Regulations 2009 2nd update (2009), paras.A1.14-A1.22 and 
figureA1. 




































319 Defra, supra note 316, para.1.9. 
320 Rodgers, supra note 305, pp.147-148; Valerie Fogleman, “The Environmental 
Damage Regulations; the new regime” Environmental Liability vol.17, no.5 (2009), 
p147. 































322 Defra, Guidance for England draft guidance for Wales: The Environmental Damage 
(Prevention and Remediation) Regulations 2009 (February 2009), para 1.11. 
323 Id., Annex4.2. 
324 Defra, The Environmental Damage Regulations: Prevention and Remediation 
(updated May 2009). 
325 Defra, supra note 316, para. A4.2. 
326 Defra, Environmental Liability Directive 2004/35/EC -UK report to the European 
Commission on the experience gained in the application of the Directive (2013), para 
30; European Commission, supra note 26, Annex1, p67; Fogleman, supra note 320, 
p148; See Georgina Crowhurst, “The Environmental Liability Directive: A UK 
Perspective” European Environmental Law Review vol.15, no.10 (2006), p270. 
91 
のうち、多くて 1 パーセント、すなわち 300 件程度に適用されると見込まれていた327。し
かし、実際に環境損害規則が適用された件数は、環境損害規則が制定された 2009 年から件
数が公表されている 2014 年までの 6 年間で、わずか 21 件にとどまる。このうち、生物多
様性損害又は生物多様損害のおそれに対する適用事案は 5 件にすぎない328。特別科学的重




別科学的重要地域は、ブランケット湿原に高地植生(high altitude blanket bog vegetation)
を有する泥炭地(peat bog)であって、国内的にも国際的にも、重要な学術的意義を有する地




た状況を 5 月 1 日に確認し、8 月 15 日に損害と認定し、事業者に通知した。損害の認定に
あたり、ナチュラルイングランドは、環境損害規則のガイドラインの附属書Ⅰに従い、当該
















327 Defra and WAG, “Impact Assessment of the Environmental Damage Regulations 
(England) and the Environmental Damage Regulations (Wales) 2008” (2008), p5.  
328 Defra, supra note 326, para 4. 
329 Id., incident returns 2011, incident 3; Fogleman, supra note 26, pp.824-825, 
para.21-099. 




































331 European Commission, supra note 26, pp.26-27. 
332 Defra, supra note 326. 
























復命令）が課される（28P 条 6 項、31 条）。これに対し、環境損害規則においては、特別科
学的重要地域のサイトの一体性に損害を生じさせた事業者には、環境損害規則附則Ⅱに規
定された行為は無過失責任、それ以外の経済的活動は故意又は過失責任として、修復措置の






334 European Commission- DG Environment, supra note 282, p363. 
335 See European Commission, supra note 26, pp.26-27. 
336 Id., p23. 
337 Crowhurst, supra note 326, p275. 
338 Valerie Fogleman, “The Environmental Liability Directive” Environmental Liability 


































339 See Fogleman, supra note 338, p101; See Reid, supra note 269, p50, para.1.6.37. 
340 Paul Horswill, The biodiversity provisions of the Environmental Liability Directive 
–benefits, challenges and the implications of inconsistent transposition” Environmental 




























法である WCA1981 はそのまま効力が維持されることとなった。 





342 European Commission- DG Environment, Implementation challenges and obstacles 
of the Environmental Liability Directive (ELD): Executive summary (16 May 2013), 
pp.7-8. 
343 See European Commission, supra note 26, Annex1, p67. See Emma Lees, Waste, 
Nature Conservation and Contaminated Land: The Offences”, Interpreting 
Environmental Offences: The Need for Certainty (Hart Publishing, 2015), p74. 
344 Defra, supra note 326, para 29. 
345 European Commission- DG Environment, supra note 27, p14. 
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ナ法 2018 年改正と環境損害概念 
 
 





346 European Commission, supra note 26, p67. 








































（平成 19 年 4 月 1 日修正）」（公表年不明）3-4 頁。 
98 
置をとること等を定めたものである。これにより、2000 年採択のカルタヘナ議定書 27 条
に残されていた課題であった、遺伝子組換え生物等から生じた損害についての責任及び救
済に関する規則と手続の制定がようやく実現されたのである。補足議定書は 40 ヶ国の批准
後 90 日で発効するが（18 条）、2017 年 12 月 5 日にわが国が 40 番目の締結国となったこ
とから、2018 年 3 月 5 日に発効した。 
わが国では、2012 年 3 月に補足議定書に署名後、締結に向けて、カルタヘナ議定書の国
内担保法として 2003 年に制定されたカルタヘナ法や、関係する省令等が、補足議定書の国






以下では、補足議定書とカルタヘナ法の概要をみた上で（第 2 節、第 3 節）、補足議定書
と比較しつつ改正カルタヘナ法の内容を確認し（第 4 節）、改正カルタヘナ法の意義を指摘













立の意義と課題」Law and Technology 49 号（2010 年）27 頁以下、同「遺伝子組換え生
物等に起因する生物多様性損害に関する名古屋・クアラルンプール補足議定書の意義と課





して」新世代法政策学研究 14 号（2012 年）271 頁以下参照。 
350 柴田・前掲注 349）「採択目前！LMO 起因生物多様性損害に関する責任補足議定書の




多いという特徴もある。具体的には、管理者の定義（2 条 2 項(c)）、損害とその判断基準（2
条 2 項(b)、2 条 3 項、3 条 6 項）、対応措置の内容（2 条 2 項(d)、5 条 8 項）、損害と遺伝子
組換え生物等との間の因果関係の判断（4 条）、対応措置に関する管理者の費用負担の免除
























の育成、加工、保管、運搬及び廃棄並びにこれらに付随する行為をいう（2 条 3 項）。この
使用等は、その形態の違いによって「第 1 種使用等」と「第 2 種使用等」とに区別される。
このうち、第 1 種使用等とは、環境中への拡散を防止しないで行う使用等、すなわち、一般
 
の意義と課題」バイオサイエンスとインダストリー69 巻 3 号（2011 年）229 頁。 
351 詳細は、大塚直「遺伝子組換え生物のバイオセーフティと予防的アプローチ」岩間
徹・柳憲一郎編『環境リスク管理と法：浅野直人教授還暦記念論文集』（慈学社出版、
2007 年）135-142 頁参照。 
352 バイオセーフティクリアリングハウス・前掲注 348）1 頁。 
353 大塚・前掲注 351）128 頁参照。 
100 
ほ場など周囲の環境と隔離されていない条件での栽培を指す（2 条 5 項。いわゆる開放系利
用）。第 1 種使用等をしようとする者は、生物多様性影響評価を行い、使用規程を作成した
上で、主務大臣の承認を受けなければならない（4 条）。一方で、第 2 種使用等とは、環境
中への拡散防止をしつつ行う使用等、すなわち、実験室等外界から遮断された施設内での利
用をいう（2 条 6 項。いわゆる閉鎖系利用・封じ込め利用）。第 2 種使用等をしようとする
者は、拡散防止措置をとらなければならない（12 条）。いずれの使用形態においても、主務









等をする者に適正使用等について情報提供する義務（26 条 1 項・2 項）に違反し、損害が
生じた場合に、環境大臣が、使用等をさせた者に対して当該損害の回復を命ずることができ
ることとなった（26 条 3 項）。 








（2 条 2 項(b)）。国内担保法は、こうした損害であって、自国内において生じ、損害の認定
に関する自国の基準に従い、国内法に基づいて因果関係が立証されたものに適用される（2




の又は損なうおそれの著しいもの、を指す（3 条 4 号）とされた。これに対し、従来の「生
 
354 「バイオセーフティに関するカルタヘナ議定書の責任及び救済に関する名古屋・クア
ラルンプール補足議定書に対応した国内措置のあり方について（答申）」（平成 28 年 12 月
26 日）6 頁。 
101 
物多様性影響」は、①遺伝子組換え生物等の使用等により生ずる影響であって、②生物の多









成 15 年財務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、環境省告示第 1 号）」
（2003 年）の 2018 年一部改正（以下、「改正基本的事項」という）第四 1（1））。 
 この点、従来の生物多様性影響において「遺伝子組換え生物等の使用等により生ずる影響」
を評価しており、この評価を再度行うわけでない。 
生物多様性影響の評価は、第 1 種使用等は、「遺伝子組換え生物等の第 1 種使用等による生
物多様性影響評価実施要領（平成 15 年財務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、経


























 カルタヘナ法では、生物多様性影響の評価にあたっては、上記 1 の影響であって、「生物
の多様性を損なうおそれのあるもの」であるか否かが問題となる。同法では、生物多様性影
響として「野生動植物の種又は個体群の維持に支障を及ぼすおそれがある影響」が例示され

























































 具体的には、種は、国内希少野生動植物種（種の保存法 4 条 3 項）とされた（平成 29 年




号（2004 年）57-58 頁。 
357 中央環境審議会自然環境部会遺伝子組換え生物小委員会第 3 回議事録・前掲注 355）
農林水産省鈴木室長・磯崎博司委員長・柴田委員発言参照。 
358 前掲注 354）6 頁。 
359 同上。 
104 
 また、地域は、以下のものが指定された（同 2 条）。（a）国立公園（自然公園法 2 条 2 号）
の特別地域のうち、指定した植物の植栽や動物の放牧等を環境大臣が規制した（同 20 条 3
項 12 号・14 号）指定区域、（b）国立公園のうちの特別保護地区（同 21 条 1 項）、（c）原生
自然環境保全地域（自然環境保全法 14 条 1 項）、（d）自然環境保全地域（同 22 条 1 項）の
特別地区のうち、指定した植物の植栽や動物の放牧等を環境大臣が規制した（同 25 条 4 項
4 号・5 号）指定地域、（e）生息地等保護区（種の保存法 36 条 1 項）における管理地区の
うち、指定した動植物の植栽・放牧等を環境大臣が規制した（同 37 条 4 項 11 号）指定区
域、（f）国指定鳥獣保護区（鳥獣保護管理法 28 条 1 項）の国指定特別保護地区のうち、木
材以外の植物の採取、動物の捕獲、鳥獣に害を加えるおそれのある動物の放牧等を環境大臣








される（3 条 1 項・2 項）。損害への対応措置は、（i）損害を防止、回避、最小限、限定、緩
和することと、（ii）(a)損害が発生する前の状態又はこれに最も近い同等の状態に復元する
こと、(b) (a)が不可能である場合には喪失を埋め合わせることによって復元すること（代替
措置）、をいう（2 条 2 項(d)）。権限ある当局は、損害を引き起こした管理者を特定し、損害
を評価し、対応措置の実施を要求する（5 条 2 項）。管理者が措置をとらない場合には、権
限ある当局が自ら措置をとり、管理者から費用を回収することができる（5 条 4 項・5 項）。
管理者とは、遺伝子組換え生物等を直接又は間接に管理する者をいい、許可を受けた者、開











360 中央環境審議会自然環境部会遺伝子組換え生物小委員会第 3 回議事録・前掲注 355）
磯崎委員長発言・佐藤忍委員発言参照。 
105 
 生物の多様性に係る損害の回復措置の実施にあたり、改正カルタヘナ法は、第 1 種使用
等・第 2 種使用等に関する措置命令を追加している。承認された第 1 種使用規程（4 条 1
項）に違反したことによって生物の多様性に係る損害が生じた場合には、当該第 1 種使用
等をしている者又はした者に対して、生物の多様性に係る損害の回復を図るための必要な
措置（10 条 3 項）をとるよう、また、拡散防止措置の実施義務（12 条 1 項、13 条 1 項）
に反して第 2 種使用等をしたことによって生物の多様性に係る損害が生じた場合には、当
該第 2 種使用等をしている者又はした者に対して、生物の多様性に係る損害の回復を図る
ための必要な措置（14 条 3 項）をとるよう、環境大臣が命じることができる。 
 一方で、補足議定書が定める損害の防止、回避、最小限、限定、緩和の実施（上記(i)）に
関しては、カルタヘナ法は改正されていない。ここでは、主務大臣によって以下のような措
置命令が課される。承認された第 1 種使用規程に違反して第 1 種使用等をしている者又は
した者に対する、生物多様性影響を防止するための遺伝子組換え生物等の回収その他必要
な措置（10 条 1 項）・拡散防止措置の実施義務に反して第 2 種使用等をしている者又はし
た者に対する、拡散防止措置その他必要な措置（14 条 1 項）の実施である。また、使用規
程又は法律の違反はないが緊急の必要がある場合には、第 1 種使用等をしている者若しく
はした者又はさせた者に対する、中止その他必要な措置（10 条 2 項）・第 2 種使用等におけ
る拡散防止措置の改善その他必要な措置（14 条 2 項）の実施である。これらの措置命令は、


















361 前掲注 354）6 頁参照。 



































364 同上・6-7 頁。 
365 大塚・前掲注 351）143-144 頁、及川敬貴『生物多様性というロジック―環境法の静か
な革命』（剄草書房、2010 年） 76 頁、増沢陽子「遺伝子組換え生物の開放系利用の法規































366 See Eriko Futami and Tadashi Otsuka, “A Japanese Approach to the Domestic 
Implementation of the Supplementary Protocol”, Akiho Shibata (ed.), International 
Liability Regime for Biodiversity Damage: The Nagoya-Kuala Lumpur Supplementary 








































以上のような日本法の現状の課題を指摘した上で、続く第 4 章及び第 5 章では、本研究








について検討を行った（以上につき第 5 章）。 
これに対し、第 6 章では、前章までにおいて分析を加えた EU 法及びイギリス法から得
られる日本への示唆について考察する前に、補論的検討として、わが国における、環境損害




規則と、既存法である WCA1981 という 2 つの法令が適用されることとなった。まず、こ
































































































 第 1 款では、特別科学的重要地域に関して、WCA1981 においては損害を生じさせる行為
 
370 畠山・前掲注 369）367 頁。 
371 Crowhurst, supra note 326, p270. 














































































































373 See European Commission-DG Environment, supra note 27, p118; European 
Commission, supra note 26, p54 and p57. 
374 Horswill, supra note 340, p61. 















































































































377 例えば、Fogleman, supra note 320, p147; See Fogleman, supra note 338, p101. 




















378 Wilde, supra note 216, pp.307-308. 

















様性と持続可能性（環境法政策学会誌 20 号）』（商事法務、2017 年） 
・礒野弥生「環境行政訴訟」富井利安編『レクチャー環境法［第 3 版］』（法律文化社、2016
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